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１．業務概要 

(１) 件名 市営東団地住宅 PFI 導入可能性調査業務(以下、「本業務」という。) 

    

(２) 業務の背景・目的 

貝塚市営東団地住宅において、昭和46年から50年に建設された市営東団地住宅７号棟から 

16号棟及び昭和27年に建設された木造住宅については、空き住戸の増加や建物・設備の老朽 

化が著しいこともあり、令和４年３月改定の「貝塚市営住宅長寿命化計画」にて再編・整備 

住棟として判定されている。 

      また、当地区内では、別途三館合同施設建設に伴うやすらぎ老人福祉センターの解体、跡 

地に公営住宅の建設も予定している。 

本業務は、最も老朽化が進行している市営東団地住宅７号棟、８号棟及び三館合同施設建 

設に伴うやすらぎ老人福祉センターを対象住棟とした集約建替（解体含む）第Ⅰ期(以下「本

事業」という。)に際して生じる余剰地の有効活用を含めたPFI等民間活力を導入する場合の

事業計画を検討するとともに、その効果や課題等を整理し、民間活力の導入可能性を調査す

ることを目的とする。 

本要項は、本業務にかかる契約の相手方となる事業者の選定にあたり、公募型プロポーザ

ルの実施方法等、必要な事項を定める。 

 

（３） 整備の概略 第Ⅰ期 
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(４) 対象住棟（令和８年４月１日時点） 

名称 市営東団地住宅７号棟 市営東団地住宅８号棟 やすらぎ老人福祉センター 

住所 貝塚市堀 597 番地 同左 貝塚市東 79-１ 

建設年度 昭和 46 年 同左 昭和 51 年 

建築面積 764.51 ㎡ 同左 426.31 ㎡ 

延床面積 3,462.32 ㎡ 同左 822.41 ㎡ 

構造 鉄筋コンクリート造 同左 同左 

階数 ５階 同左 ２階 

管理戸数 60 戸 同左  

入居戸数 26 戸 24 戸  

 （５） 事業スケジュール（案） 

事業スケジュール

（案） 

第Ⅰ期 

１年目 ２年目  ３年目  ４年目  ５年目  ６年目  

①やすらぎ老人

福祉センター 

除却       

建設       

②７・８号棟 移転       

除却       

建設       

   ※上記事業スケジュールは事業開始時の経過年を示したものであり、現時点の想定であること 

に留意すること。 

 (６) 業務内容 

別紙「市営東団地住宅 PFI 導入可能性調査業務仕様書」(以下、「仕様書」という。) 

のとおりとする。 

 (７) 業務履行期間 

    契約締結日の翌日から令和９年 12 月 24 日まで。 

    本業務は債務負担行為にかかる契約とする。 

(８) 予定価格 

   19,976,000 円以内(消費税及び地方消費税を含む。)とする。 

(９) 委託料の支払条件 

・前払金 ‐ 令和８年度 令和９年度とも請求することができる。 

・部分払 ‐ 令和８年度、令和９年度とも請求することができない。 

 

２．プロポーザルを行う理由及び実施方式 

本業務を実施する事業者の選定は、業務の目的に沿った提案を広く事業者から求め、その内容か 

ら業務履行能力を評価することが必要であり、価格のみによる競争入札は適さない。 

このため公募型プロポーザル方式による実施事業者選定を行う。 

 

３．参加資格 

本業務の参加資格を有する者は、次の要件の全てを満たしているものとする。 

(１)本業務への参加は、単独企業に限るものとし、共同企業体(JV)での参加は認めない。 

仮移転 or①に本移転、希望者はその他公営住宅へ本移転 



3 
 

(２)令和８・９年度貝塚市入札参加資格者名簿へ登録されているものであること。 

(３)本市及び他の自治体又は国において入札参加停止等の措置を受けていないこと。 

(４)地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の４の規定に該当していないこと。 

(５)会社更生法(平成 14年法律第 154 号)に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法(平成 11 

年法律第 225 号)に基づく再生手続開始の申立てがなされている者ではないこと(更生計画又は

再生計画の認可がなされている者を除く。)。 

(６)過去 10 年間(平成 28 年４月１日～令和８年３月 31 日までの間)において、国・地方公共団体 

が発注した本業務と同種業務を完了した実績(本社、支店等を含む。)を有する者であること。  

   ※同種業務とは、公共施設建替における PFI 導入可能性調査業務とする。 

   ※完了した実績の契約金額は問わない。 

 

４．配置予定技術者 

予定技術者は、次の各号の要件を満たす、管理技術者１名、担当技術者を必要数配置すること。 

(１)管理技術者 

管理技術者は、技術士（建設部門：都市及び地方計画）の資格を有しており、公共施設建替 

における PFI 導入可能性調査業務の管理（担当）技術者としての実績を１件以上有しているこ

と。 

なお、当該実績については、当該技術者個人が従事した業務実績とし、過去に所属していた 

組織における実績についても含めるものとする。 

 ※管理技術者とは、契約の履行に関し、業務の管理及び統括等を行う者をいう。 

(２)担当技術者 

  担当技術者は、本業務遂行のため必要数置くものとする。 

 

５．参加申込方法及び期間 

 本実施要項、仕様書及び様式は貝塚市ホームページ(https://www.city.kaizuka.lg.jp/)からダ 

ウンロードして使用し、次の要領により参加申込書類を提出すること。 

 (１)提出期限  令和８年９月 18 日(金)午後５時まで 

 (２)提出場所  貝塚市役所 本庁５階 都市整備部 建築住宅課 

 (３)提出方法  持参によること(郵送その他は受け付けない。) 

         ※事前に来庁日時を電話にて連絡すること。 

 (４)提出書類 

 ① プロポーザル参加申込書(様式１) 

 ② 会社概要書(様式２) 

 ③ 同種業務実績書(様式３) 

  ※契約書や仕様書等、実績を証明できる書類の写しを添付すること。 

  ※公共施設建替における PFI 導入可能性調査業務の実績とする。 

 ④業務実施体制表(様式４) 

 ⑤配置予定技術者経歴書(様式５) 

   ※雇用関係を示す証明書等の写しを添付すること。 

  ※管理技術者に関する資格証明書、実績（TECRIS）の写しを添付すること。 

 ⑥資格要件にかかる確認書(様式６) 
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 (５)提出部数等 正本１部 副本１部 

 ※申込受付後に参加を辞退する場合 

参加申込をした者が、本プロポーザルを辞退する場合は、辞退届(様式７)を提出すること。 

 なお、本プロポーザルを辞退した者が、これを理由として以後に不利益な取り扱いを受けるもの

ではない。 

 

６. 第一次審査(提案者の選定)及び審査結果の通知 

 第一次審査は、参加資格を有する申込者の中から、第一次審査基準(別表１)に基づき、５．(４) 

に記載の提出書類を審査し、一定水準以上(提出書類に不備がなく、一次審査合計点 20 点中、12 

点以上)のものを選定する。ただし、一次審査通過者は、合計点の高いものから上位３者を選定 

する。 

また、上位３者を選定する際に同点の申込者が複数出た場合には、第一次審査基準の評価項目 

「業務評価」の点数が高いものを選定する。 

 さらに、当該項目においても同点となる場合には、提出された「業務評価」に係る業績のうち、 

請負金額が高い上位３契約の合計額が高い申込者を選定するものとする。 

審査結果は、申込者全員に対して、電子メールにて「第一次審査結果通知書」を通知する。 

 

７．企画提案書等の提出 

 第一次審査を通過した者は、本業務の目的および別紙仕様書の内容を十分把握の上、企画提案書 

等を次の要領により提出すること。 

(１)提出期限 令和８年 10 月 22 日（木）正午まで 

(２)提出場所 貝塚市役所 本庁５階 都市整備部 建築住宅課 

(３)提出方法 持参によること(郵送その他は受け付けない。) 

       ※事前に来庁日時を電話にて連絡すること。 

(４)提出書類 

① 企画提案書(表紙)(様式８)及び各テーマ別提案書類(任意様式) 

  テーマ１：『公営住宅集約建替の事業スキーム等の検討におけるポイント』 

余剰地活用を含めた集約建替の事業手法（従来方式と PFI 手法等）、ライフサイク

ルコストや環境等を配慮した事業コストと財政負担の最適化を考慮した事業費、

余剰地活用の促進、配置計画及び構造形式並びに法制度適合性等の比較検討する

際に整理すべき事項や留意点を明確にした提案を求める。 

   テーマ２：『市場調査の実施方法等の検討におけるポイント』 

民間事業者の参画意欲や民間活力導入効果を高めるために必要な事項や留意点に

ついて提案を求める。 

テーマ３：『定性的・定量的・総合評価の検証におけるポイント』 

どのような要素や方法を用いて定性的・定量的・総合評価の検証のために必要 

な事項や留意点を導き出したのかを整理し明確な結論を求める。 

 ② 業務工程表(任意様式) 

   履行期間までの全工程について、具体的工程が明確となるように整理すること。 

 ③ 業務費見積書(消費税等を含む。)（任意様式) 

   ・見積書にその根拠となる見積書内訳を添付すること。 
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   ・見積書の正本には、会社名、代表者名を記載の上、法人印及び代表者印を押印すること。 

(５)作成上の留意点 

 ① 企画提案書の作成においては、可能な限り簡潔な文章表現等を用いること。なお、内容が伝 

わりやすいよう注釈、図表、イラスト等の活用や文字の着色等を可能とする。 

② テーマ別の各提案書は、１テーマＡ４版片面刷り２枚以内とすること。 

  なお、提案書は、テーマ１～３の順に構成すること。 

 ③ 業務工程表はＡ３版片面刷りをＺ折で綴ること。 

 ④ 企画提案書に使用する文字の大きさは、10.5 ポイント以上・横書きとすること。ただし図表 

や脚注等については、この限りではない。 

 ⑤ 企画提案書の記述において、参考資料(企画提案書の提出枚数に含まないもの)としての他の 

様式や資料を参照する場合には、当該参照箇所を明記すること。ただし参考資料は評価の対 

象外とする。 

 ⑥ 企画提案書は、Ａ４縦・左綴じ(Ａ４版紙ファイル、インデックス付け)とし、中分類ページ 

で番号付けすること。また、企画提案書の表紙右上に、市が事業者に送付する第一次審査結 

果通知書に記載のある「応募事業者番号」を入れること。 

 ⑦ 電子データは、Microsoft Office 2021、Adobe Acrobat を基本とすること。 

(６)提出部数 

  正本１部 副本６部「副本のみ(様式８)企画提案書の所在地、問合せ先等黒塗りにすること」 

のほか、PDF ファイルに複製したものを CD-R で提出すること。 

  なお、CD-R には、当該媒体の表部分に「事業名称」と「応募事業者番号」を記入すること。 

(７)特記事項 

 ① 企画提案書の提出時に追加資料の提出を求めることがある。なお、追加資料の提出期限は貝 

塚市の指定した日までとする。 

 ② 提出された書類は、提出期限までは原則改変できるものとする。ただし、改変しようとする 

場合は、提出された書類を一旦持ち帰り、改めて改変された書類を提出期限までに再提出す 

ること。この場合、改変後書類の提出時を受付順とする。 

 ③ 提出期限後の提出書類の差し替え及び再提出は原則認めない。ただし、組織変更等によりや 

むを得ない場合の業務実施体制変更などについては可能とする。 

 ④ 別紙仕様書に記載のない事項であっても、提案者が必要と判断できる事項があれば積極的に 

記載すること。ただし、これに係る経費は、業務費見積書に含むものとする。 

 

８．企画提案書等提出に関する質問の受付及び回答 

 企画提案書及び仕様書等に関する質問は、提出書類の作成に係るものとし、審査(評価)に係る 

質問は一切受け付けない。 

(１)受付期間 令和８年９月 29 日(火)から令和８年 10 月６日(火)正午まで 

(２)質問方法 質問書(様式９)にて電子メールにより送付すること。質問書を送付した際には、電

話にてその旨を連絡すること。なお、メール以外での質問は一切受け付けない。 

(３)回答方法 令和８年 10 月 13 日(火)に電子メールにて回答送付。 

 

９．プレゼンテーションの実施 

(１)実施日時 令和８年 11 月４日(水)(予定) ※日時の詳細は、後日通知する。 
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(２)実施場所 貝塚市役所 本庁３階 会議室(予定) 

(３)出 席 者 出席者は、２名以内とし、本業務における管理技術者を予定する者は必ず出席す

ること。 

(４)所要時間 準備      ５分以内 

       提案等の説明  20 分以内(時間厳守) 

       質疑応答    30 分程度 

       片付け     ５分以内 

(５)提 案 順 申込受付の順番 

(６)そ の 他  

① 説明は、企画提案書に記載した内容のとおりとする。説明資料の追加は認めない。 

② 審査委員に提案者の会社名を伏せた上で、プレゼンテーションを行うため、挨拶や提案事項 

説明等の中で提案者の会社名を発言しないようにすること。 

③ プレゼンテーション時の発言は、断りがない限り、企画提案内容となる。 

④ プレゼンテーション予定日に大雨や暴風等の警報が発表された場合は、日程を延期する可能 

性がある。その場合の連絡先として、担当者名と電話番号を「(様式８)企画提案書」に表記 

すること。 

⑤ 提案者が１者の場合も、本プロポーザルは有効なものとして取り扱う。 

⑥ 審査の経過に対する問い合わせは受け付けない。 

⑦ パソコン、HDMI ケーブルは、提案者で準備・設置すること。ただしモニター等は、貝塚市で 

用意するものとする。 

 

10.第二次審査及び審査結果の通知 

企画提案書等の審査は、選定委員会において第二次審査基準(別表２)に基づき提案書等の必要 

書類及びプレゼンテーション等の内容を審査し、第一次審査と第二次審査の評価点合計が最も高

い者から順に受託候補者及び次順位候補者を選定する。 

評価点合計の最も高い者が同点で２者以上である場合は, 別表２の評価項目・中分類「テーマ１ 

公営住宅集約建替の事業スキーム等の検討」の合計点数が高いものを受託候補者と決定するもの

とする。審査結果は、審査を受けた者全員に対して、電子メールにより通知する。 

なお、下記の項目に該当する場合は、その候補者を失格とする。 

(１)見積書の額が予定価格を超える場合 

(２)第一次審査と第二次審査(各委員の評価点を合計したものを委員の数で除した点)の評価点 

の合計が 102 点未満の場合 

 

11.審査結果の公表 

  審査結果については、受託候補者及び次順位候補者を、令和８年 11月 17 日(火)(予定)に貝塚

市ホームページ(https://www.city.kaizuka.lg.jp)上で公表する。 

 

12.契約の締結 

  審査の結果、受託候補者を決定し、本業務における仕様の協議及び確認等の契約締結に向けた 

対話を行う。ただし、下記のいずれかに該当し受託候補者と契約ができない場合には、次順位 

候補者と契約交渉を行う。 
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(１)受託候補者が審査後、本要項３．に定める参加資格の要件を満たすことができなくなったとき。 

(２)受託候補者と契約交渉が成立しないとき。 

 (３)受託候補者が本契約の締結を辞退したとき。 

 (４)その他の理由により受託候補者と契約が締結できないとき。 

13.公募開始から契約締結までのスケジュール 

 内容 期間及び提出締め切り 備考 

１ 公告及び参加申込開始 令和８年９月９日(水)  

２ 参加申込締切 令和８年９月 18日(金) 

午後５時 

持参のみ(郵送不可) 

３ 第一次審査結果通知 令和８年９月 29日(火) 電子メールにより通知 

４ 企画提案書等に関する質問受付 令和８年９月 29日(火)～ 

令和８年 10 月６日(火)正午 

電子メールのみ受付 

５ 企画提案書等に関する質問に対する

回答 

令和８年 10 月 13 日(火) 全員に電子メールにて

回答送付 

６ 企画提案書の提出期間 令和８年９月 29日(火)～ 

令和８年 10 月 22 日(木)正午 

持参のみ(郵送不可) 

７ プレゼンテーション 令和８年 11 月４日(水)  

(予定) 

 

８ 第二次審査結果通知及び公表 令和８年 11 月 17 日(火)  

(予定) 

電子メールにより通知

及び貝塚市 HP 上で公表 

９ 契約締結 令和８年 12 月上旬予定  

 

14.その他の留意事項 

(１)次のいずれかに該当する場合は、本プロポーザルには参加できない。 

 ① 必要書類を提出期限までに提出しない場合 

 ② 提出書類に虚偽の記載があった場合 

 ③ 本件に関して不正又は公正さを欠く行為等があった場合 

(２)提出書類の記載内容に関する責任は提案者が負うものとする。 

(３)本プロポーザルに要する費用は、提案者の負担とする。 

(４)提出された書類の返却は行わない。 

(５)提出された企画提案書は、当該提案者に無断で公開及び二次的な使用は行わない。 

(６)提案者の名称は公開することがある。 

(７)本業務の範囲は別紙仕様書を基本とするが、貝塚市の判断により契約締結段階において、受

託候補者の企画提案書の内容を追加等変更することがある。 

(８)提案者は、当該要項の内容を了解の上、参加することを条件とする。 

 

15.問合せ先(事務局) 

  貝塚市 都市整備部 建築住宅課【担当：井上・下中】 

  〒597-8585 貝塚市畠中１丁目 17 番１号 TEL:072-433-7212 (直通) 

                     FAX:072-433-7343 

                     E-mail:kenju@city.kaizuka.lg.jp 
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(別表１)第一次審査基準 

評価項目 判断基準 配点 

事業者に関

する項目

(20 点) 

業務評価 ・過去10年以内に本業務と同種業務(※１)について十

分な実績を有しているか。 

実績が５件以上→５点、４件→４点、３件→３点、２

件→２点、１件→１点 

※１.同種業務とは、公共施設建替における PFI 導入可

能性調査業務とする。 

５点 

業務実施体制 ・管理技術者（※２）の業務実績が、過去５年以内に

同種業務のうち公営住宅建替における PFI 導入可能

性調査業務について、十分な実績を有しているか。 

実績が５件以上→５点、４件→４点、３件→３点、 

２件→２点、１件→１点 

※２.過去５年以内に担当技術者としての業務実績可 

５点 

 

・管理技術者の業務実績が、過去５年以内に本業務と

同種業務について、十分な実績を有しているか。 

実績が５件以上→10 点、４件→８点、３件→６点、 

２件→４点、１件→２点 

10 点 

 

第一次審査合計点 20 点 

 

(別表２)第二次審査基準 

評価項目 配点 

 中分類 小分類 

①

提

案

書

に

関

す

る

項

目 

事業全体に関する評価 ・本業務の目的、条件、内容、現状の課題を的確に把

握した企画提案書となっており、下記の各項目が相

互に関連付けされ、総合的にまとまりのある提案と

なっているか。 

15 点 

テーマ１ 

公営住宅集約

建替の事業ス

キーム等の検

討 

的確性 ・本市の公営住宅の現状課題（老朽化、需要、財政制

約等）や地域特性を把握されているか。 

・提案された事項の着眼点が適切で、実績や知 

見に基づいた論理的な説明がなされているか。 

15 点 

実現性 

 

・他自治体類似実績等を用いた裏付けなど実現性 

が示されているか。 

・調査業務を確実に遂行できる各分野（都市計画 

、建築、財務、PFI 等）の連携体制となっている 

か。 

・余剰地の活用用途（住宅、商業施設、福祉施設、駐

車場等）が地域特性や需要に適合しているか。 

15 点 

独創性 ・提案内容に創意工夫が感じられ、独自の考査や効果

的な提案となっているか。 

15 点 
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テーマ２ 

市場調査の実

施方法等の検

討 

妥当性 ・調査対象範囲が地元企業・大手企業の両方を考 

慮した選定となっているか。 

・参画可能性のある業種が網羅されているか。 

15 点 

実現性 ・過去の市場調査経験等を用いた裏付けなど実現 

性が示されているか。 

・目的に対して、市場調査の実施方法・手順が明確で

アンケート回収率向上策等の工夫が凝らされてい

るか。 

15 点 

テーマ３ 

定性的・定量

的・総合評価

の検証 

妥当性 ・調査結果を基に事業スキームの諸条件・リスク 

分担設定等の定性的評価について反映方法が具 

体化されているか。 

・事業費、ライフサイクルコスト（LCC）、VFM 等 

の定量的評価について、算定手法および前提条 

件が明確かつ根拠に基づき設定されているか。 

15 点 

有効性 ・定性的・定量的評価の結果を踏まえ評価基準お 

よび判断基準が明確に設定されており、それら 

に基づく評価結果が論理構成されているか。 

・複数案比較（従来方式/PFI 等）の結果が明確で 

 結論（PFI 導入可否等）を明瞭に示すことができる

提案となっているか。 

15 点 

実施工程 ・業務履行期間内に成果を達成することが可能な実

現性のある工程となっているか。 

10 点 

② 

価

格 

見積価格 (最も低い提案価格/当該事業者の提案価格)×20 

※端数については、小数第一位を四捨五入する。 

20 点 

第二次審査合計点 150 点 

 

※評価率(第二次審査基準 評価対象①評価項目に適用) 

評価 評価の度合い 評価率 

Ａ 特に優れている 1.0 

Ｂ 優れている 0.8 

Ｃ 普通 0.6 

Ｄ やや劣る(最低限の水準には達している) 0.2 

Ｅ 劣る(水準未満、記載不備) 0.0 

 


